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防衛装備庁関係者に質問・確認すべき事項の検討のための資料 
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安全保障技術研究推進制度を担当する防衛装備庁関係者を委員会に招いて説明を求める

方向で検討が進んでいる。委員会における限られた時間での説明・意見交換をより意義ある

ものとするため、これまでの委員会での審議・意見交換等で示された事項を中心に、委員会

の場で防衛装備庁関係者に対して確認が必要と考えられる事項の候補を以下に整理した。

１．安全保障技術研究推進制度全般

（１）安全保障技術研究推進制度が必要とされた状況とその政策上の目的

 安全保障技術研究推進制度が構想された背景にある国内外の状況の認識と、本制度が何

を目指しているのか、その目的を把握することが必要ではないか。

（２）政府の他の研究資金との違い

 安全保障技術研究推進制度が目的をするところを、政府の他の研究資金（例えば科研費）

では出来ないのか、それらの研究資金とどこが異なるのかを明確にさせることが必要では

ないか。

（３）安全保障技術研究推進制度の次年度概算要求も含めた将来構想

安全保障にかかる研究資金の導入が学術研究全般に及ぼす影響を検討するにあたり、次

年度概算要求も含めた安全保障技術研究推進制度の将来構想を把握することが必要ではな

いか。

２．採択審査はどのように行われているのか

１次審査は防衛省の職員が採点、２次審査は外部の審査委員が採点するとされているが、

最終審査では主として外部の審査委員で構成される委員会が１次審査及び２次審査の採点

結果を踏まえて総合的な観点から採択案件を選定するとされている 1。しかし、外部の審査

委員が防衛装備品のニーズに詳しい知見を有しているとは必ずしも考えにくいところであ

り、実際に誰が主導して採択案件を選んでいるのか、確認することが必要ではないか。

３．プログラムオフィサーによる運用

研究の実施中は防衛省所属のプログラムオフィサー（PO）が、随時、進捗を管理すると
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されている 2。契約は年度ごとに行われるので、（次年度契約に大きな影響力を持つ PO の

意向に研究代表者は抗しがたく）PO の意向に沿った方向に研究計画がシフトしていくこと

とならないか、確認することが必要ではないか。 
 
４．安全保障技術研究推進制度で想定されている「基礎研究」について 

安全保障技術研究推進制度では基礎研究を想定しているとされるが 3、防衛省の予算であ

るため防衛目的への応用を意図した研究といわざるを得ず、基礎研究とは言えないのでは

ないかとも考えられるが、この点を確認することが必要ではないか。 
 
５．成果の公開について 
安全保障技術研究推進制度では研究成果は原則公開とされているが、委託研究契約では、

公開内容について事前の確認を得ることとなっている 4。また、委託契約事務処理要領では

事前の承諾を得る（正当な理由なく承諾を拒んではならない）こととされている 5。運用に

より、事前の承諾が得られず成果の公開が制約されることとなる可能性の有無を、確認する

ことが必要ではないか。 
関連で、正当な理由は誰が正当と認めることとなるのか確認する必要があるのではない

か。また、研究資金提供側の防衛装備庁の判断に受託者が異論を唱えることが難しい状況が

あることも指摘しておく必要があるのではないか。 
 
６．特定秘密との関係について 

安全保障技術研究推進制度では研究成果は原則公開とされているが、万一、特定秘密とし

て保護すべき情報が研究の過程において生じた場合には、どのような手続きや運用が必要

となり、具体的にどのような制約が課せられることになるのか、確認することが必要ではな

いか。 
 
７．成果（知的財産）の帰属について 
研究成果である知的財産は日本版バイドール条項の規定（契約書に関連の規定あり）6を

満たせば受託者の帰属となるが、この受託者に帰属した権利について、受託者が防衛省及び

その委託を受けた防衛関連産業に実施許諾しないということは（契約の規定に違反するこ

とになるので）不可能であることを、念のため確認することが必要ではないか。 
 
８．留学生ほか外国籍の研究者の参画について 
研究代表者は日本国籍が必要とされる 7が、その他の者には日本国籍は必要とされていな
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3 パンフレット １ページ 本制度の概要 参考１－１参照 
4 委託契約書第３５条 参考２参照 
5 安全保障技術研究推進制度委託契約事務処理要領（平成２７年１０月 制定）第 31 参

考２参照 
6 産業技術力強化法第１９条、委託契約書第２５条 参考３参照 
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い。留学生ほか外国籍の研究者の参画について、制約は全くないと理解してよいのか、ある

いは運用上何等かの制約があるのか、確認することが必要ではないか。 
 
９．安全保障貿易管理について 
 安全保障技術研究推進制度において、安全保障貿易管理に関し受託者側はどのような具

体的な対応が必要とされるのか（あるいは対応の必要がないのか）を、確認することが必要

ではないか。 
 
１０．安全保障技術研究推進制度におけるテーマ設定 

研究テーマを自由にして応募を求めるという考え方もあると考えられるが、安全保障技

術研究推進制度において研究テーマを掲げることを選んだ理由を、把握することが必要で

はないか。 
 
１１．その他（不足がある場合、今後、追加する） 
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参考１－１「平成 27 年度版 安全保障技術研究推進制度パンフレット」（１ページ） 
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参考１－２「平成 27 年度版 安全保障技術研究推進制度パンフレット」（２ページ） 
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参考１－３「平成 27 年度版 安全保障技術研究推進制度パンフレット」（３ページ） 
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参考１－４「平成 27 年度版 安全保障技術研究推進制度パンフレット」（４ページ） 
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参考２ 

 

（１）委託契約書第３５条 

（研究上の成果の発表又は公開） 

第３５条 乙は、得られた成果について外部へ発表及び公開することができる。ただ

し、発表及び公開にあたっては、その内容についてあらかじめ甲に確認するものとす

る。 

２ 前項において、発表又は公開する場合は特段の理由がある場合を除き、その内容が甲

の本委託研究の結果得られたものであることを明示しなければならない。 

 

（２）防衛装備庁「安全保障技術研究推進制度委託契約事務処理要領」（平成２７年１０月 

制定） 

（研究成果の発表） 
第 31 甲及び乙は、本委託業務の成果を外部に発表しようとする場合には、発表の内容、

時期等について、他の当事者の書面による事前の承諾を得るものとする。ただし、甲又は

乙は、正当な理由なくその承諾を拒んではならないものとする。 
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参考３ 

（１） 産業技術力強化法 （平成十二年四月十九日法律第四十四号）第１９条 

（国が委託した研究及び開発の成果等に係る特許権等の取扱い）  
第十九条 国は、技術に関する研究開発活動を活性化し、及びその成果を事業活動にお

いて効率的に活用することを促進するため、国が委託した技術に関する研究及び開発

又は国が請け負わせたソフトウェアの開発の成果（以下この条において「特定研究開発

等成果」という。）に係る特許権その他の政令で定める権利（以下この条において「特

許権等」という。）について、次の各号のいずれにも該当する場合には、その特許権等

を受託者又は請負者（以下この条において「受託者等」という。）から譲り受けないこ

とができる。  
一  特定研究開発等成果が得られた場合には、遅滞なく、国にその旨を報告することを

受託者等が約すること。  
二  国が公共の利益のために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求める場

合には、無償で当該特許権等を利用する権利を国に許諾することを受託者等が約する

こと。  
三  当該特許権等を相当期間活用していないと認められ、かつ、当該特許権等を相当期

間活用していないことについて正当な理由が認められない場合において、国が当該特

許権等の活用を促進するために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求める

ときは、当該特許権等を利用する権利を第三者に許諾することを受託者等が約するこ

と。  
四  当該特許権等の移転又は当該特許権等を利用する権利であって政令で定めるもの

の設定若しくは移転の承諾をしようとするときは、合併又は分割により移転する場合

及び当該特許権等の活用に支障を及ぼすおそれがない場合として政令で定める場合を

除き、あらかじめ国の承認を受けることを受託者等が約すること。  
２  前項の規定は、国が資金を提供して他の法人に技術に関する研究及び開発を行わ

せ、かつ、当該法人がその研究及び開発の全部又は一部を委託する場合における当該法

人と当該研究及び開発の受託者との関係及び国が資金を提供して他の法人にソフトウ

ェアの開発を行わせ、かつ、当該法人がその開発の全部又は一部を他の者に請け負わせ

る場合における当該法人と当該開発の請負者との関係に準用する。  
３   前項の法人は、同項において準用する第一項第二号又は第三号の許諾を求めよ

うとするときは、国の要請に応じて行うものとする。  
 

（２）委託契約書第２５条 

（知的財産権の帰属） 
第２５条 甲は、契約締結日に乙が次の各号のいずれの規定も遵守することを書面で甲

に届け出たときは、委託業務の成果にかかる知的財産権を乙から譲り受けないものとす

る。 
⑴ 当該契約に基づく委託業務の実施によって、産業財産権に係る技術上の成果が得ら

れた場合には、遅滞なく、防衛装備庁長官を通じ、防衛大臣にその旨を報告することを

乙が約すること。 
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⑵ 甲が、自らの用に供するため又はその他特に必要があるとしてその理由を明らかに

して求める場合には、無償で当該知的財産権を利用する権利を甲及び甲の指定する者に

許諾することを乙が約すること。 
⑶ 当該特許等を相当期間活用していないことが認められ、かつ、当該知的財産権を相

当期間活用していないことについて正当な理由が認められない場合において、甲が特に

必要があるとしてその理由を明らかにして求めるときは、当該知的財産権を利用する権

利を第三者に許諾することを乙が約すること。 
２ 甲は、乙が前項で規定する書面を提出しないときは、乙から当該知的財産権を譲り

受けるものとする。 
３ 乙は、第１項の書面を提出したにもかかわらず第１項各号の規定のいずれかを満た

しておらず、さらに満たしていないことについて正当な理由がないと甲が認めるとき

は、当該知的財産権を無償で甲に譲り渡さなければならない。 
 


